
△5,144△4,489△3,284投資活動収支

△2093△15財務活動収支

△954△539△608本年度資金収支額

9,7615,7381,742前年度末資金残高

8,8145,1981,134本年度末資金残高

678674674
本年度末歳計外現金残

高

9,4925,8721,808本年度末現金預金残高

一年間の現金等の資金の流れを、 性質の異なる 三つ
の活動に分けて表し たも ので、 市がど のよ う な活動に
お金を 必要と し ている かを 示すも のです。
～傾向～

全ての会計において基礎的財政収支（ 業務活動収
支と 投資的活動収支の合計） がマイ ナス と なっ ており 、
行政サービ ス を提供する ための資金が不足する 状況と
なり ま し た。

ま た、 財務活動収支は、 一般会計等と 連結会計にお
いてマイ ナス と なっ ており 、 地方債の返済額が借入額
を 上回り 負債が減少し ている こ と を 表し ており ま す。

※全ての表において、 端数調整のため付属資料と 数値が一致し ない場合があり ま す。

（ 単位： 百万円）

一年間の行政サービス （ 資産形成に係る も のを除く ） に要し た費用（ 減価償却費や退職手当引当金繰入額
など 現金の動き を 伴わないコ ス ト も 含む） と 、 収益を 表し たも のです。
～傾向～
・ 経常費用に対する 経常収益（ 使用料・

手数料や諸収入など） の割合は、 一般会
計等が3. 6％、 全体会計が9. 0％、 連結会
計が17. 5％と なり ま す。

業務費用では、 人事院勧告や物価高騰
等によ り 、 人にかかる コ ス ト 、 物にかか
る コ ス ト が0. 9％程度増加し ていま す。

・ 一般会計等は、 災害復旧事業費が減少
し た一方で、 国の物価高騰対策事業や社
会保障給付費等の増加によ り 、 純行政コ
ス ト が1, 242百万円程度増加し ていま す。

（ 令和５ 年度純行政コ ス ト ： 37, 149百万円）

連結会計全体会計一般会計等会計区分

73,08657,28139,806経常費用

36,20424,62120,523業務費用

11,5696,2125,869人にかかるコスト

23,61817,57814,276物にかかるコスト

1,017831378その他のコスト

36,88232,66019,283移転費用

12,7845,1571,417経常収益

3352臨時コスト

60,33552,12938,391純行政コスト

（ 単位： 百万円）

一年間の「 純資産」 の変動について、 どのよ う な財源や要因で増減し たかを 示し たも のです。
～傾向～

ど の会計区分でも 物件費の増加によ り 純行政コ ス ト が増加し たため純資産が減少し ていま すが、
連結会計については後期高齢者医療広域連合において社会保障給付費が大幅に増加し ている ため、
一般会計等や全体会計と 比べて純資産変動額が大き く なっ ていま す。

（ 令和５ 年度純資産変動額： 一般会計等▲2, 931 全体会計▲2, 633 連結会計▲3, 002）

連結会計全体会計一般会計等会計区分

146,689138,644127,793前年度末純資産残高

△60,335△52,129△38,391純行政コスト

57,06949,53035,502財源

35,27431,56025,059税収等

21,79517,97010,443国県等補助金

643737資産評価差額等

△3,202△2,562△2,852本年度純資産変動額

143,487136,082124,941本年度末純資産残高

（ 単位： 百万円）

市が保有する 公共施設やイ ンフ ラ など の「 資産」 に対し て、 地方債など の将来返済し なければな
ら ない「 負債」 や、 返済を 要し ない「 純資産」 など の状況を 総括的に表し たも のです。
～傾向～

純資産が資産に占める 割合（ 純資産比率） は、 一般会計等で77. 0％、 全体会計で64. 1％、 連結会
計で62. 1％と なり 、 一般会計等に比べ連結会計は純資産の割合が低く なっ ていま す。

こ れは、 連結会計は主に掛川市・ 袋井市病院企業団や袋井市森町広域行政組合など で地方債等の
固定負債が多いためです。

（ 単位： 百万円）

①貸借対照表 ②行政コスト計算書

③純資産変動計算書

④資金収支計算書

市の財政状況について、発生主義会計の考え方を取り入れた財務諸表を作成しました。
「どのくらいの資産があるのか？」「行政サービスはどのくらいコストがかかっているの

か？」といったことが見えてくるため、決算書（単年度主義会計）と合わせて活用すること
でより多くの視点で財政状況を把握することができます。

連結会計全体会計一般会計等会計区分

79,16669,29733,700固定負債

8,5856,8843,683流動負債

143,487136,082124,941純資産合計

231,238212,263162,324
負債及び

純資産合計

87,75176,18137,383負債合計

77. 0％ 64. 1％ 62. 1％純資産比率

連結会計全体会計一般会計等会計区分

216,434202,952157,608固定資産

210,086197,528151,813有形固定資産

278234214無形固定資産

6,0705,1905,581投資その他の資産

14,8049,3114,716流動資産

231,238212,263162,324資産合計

資産の部 負債の部

連結会計全体会計一般会計等会計区分

4,2103,8572,691業務活動収支

基礎的財政収支 △593 △632 △934

連結会計

袋井市森町広域行政組合
中遠広域事務組合
静岡県後期高齢者医療広域連合
掛川市・袋井市病院企業団 など

水道事業会計
下水道事業会計
病院事業会計

国民健康保険特別会計
後期高齢者医療特別会計
介護保険特別会計
駐車場事業特別会計全体

会計

一
部
事
務
組
合
等

地
方
公
社
等

公
営
事
業
会
計

公
営
企
業
会
計

一般会計
墓地事業特別会計

一
般
会
計
等

普
通
会
計

財務諸表の会計範囲

会計範囲 対象とする会計

袋井地域土地開発公社

社会福祉法人 袋井市社会福祉
協議会

（ 統一的な基準）

純資産の部

【 概要】
・ 純資産比率については全ての会計区分で微減と なり 、 基礎的財政収支についても 全ての会計でマイ ナス と なる など 、 行政サービ ス を 提供する ための資金が不足する 状況であっ た。
・ 今後１ 年間の支払いに対する 資金の準備率である 流動比率が減少し ている ほか、 施設の老朽化が着実に進行し ている 中で、 それに対する 資産更新準備率も 減少傾向であり 、 将来への備えが

十分ではない状況が続いている 。 行政サービ ス の提供に対する 受益者の負担割合も 引き 続き 低い状態が続いている 。 （ ※近隣・ 類似団体よ り も 低い割合）
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単位： ％

連結会計 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

袋井市 51. 7 53. 1 54. 7 56. 2

近隣市 57. 5 60. 6 61. 9 ※

類似団体 55. 8 57. 1 58. 0 ※

指標から分かる袋井市の現状
将来性健全性

☆傾向
令和６ 年度は、 人件費や

社会保障給付費の増が税収
の増を 上回っ たこ と など に
よ り 、 連結会計を 含め現金
預金が10億円程度減少し た
ため、 昨年度よ り も 8. 8ポ
イ ント 数値が減少し ま し た。

近年の傾向と し て、 近隣
市や類似団体に比べ低い水
準である こ と から 、 現金預
金や財政調整基金を 充実さ
せる などし て、 流動比率を
高める こ と が必要です。

今後１ 年間における 現金の支払予定額に対し て、 ど の程度資金の
準備がさ れている かを表し ま す。 100％を 下回る と 、 支払額に充てる
資金が少ないこ と を 示すも のです。

～流動比率～

有形固定資産のう ち、 土地以外の償却資産の取得価格に対する 減価
償却累計額の割合です。 償却資産が耐用年数と 比較し てど の程度経過
し ている のかを 示すも のです。 100％に近いほど 老朽化が進んでいる
と 言えま す。

～有形固定資産 減価償却率～

☆傾向
資産の有形固定資産減価

償却率は前年度に比べ1. 5ポ
イ ント 上昇し ていま すが、
近隣市・ 類似団体と 比較し
数値は低く なっ ていま す。

施設の長寿命化や資産を
更新する 際の施設の統廃合
や規模の見直し 、 資金の確
保が今後の課題と なり ま す。

単位
％

本市の負債を市民一人に分配する と いく ら になる かを示すも のです。

～市民一人当たり の負債～

☆傾向
令和６ 年度は、 駅南地区

の治水対策事業や道路照明
等のLED化のために借り 入れ
を 行っ たこ と から 、 前年度
に比べて地方債現在高が増
加し ていま す。

令和５ 年度決算ベース で
は、 近隣市や類似団体と 比
較し 高いため、 今後も プラ
イ マリ ーバラ ンス を 考慮し
た計画的な起債を 行う こ と
が必要です。

単位
万円

単位
％

公共施設など現在の有形固定資産の更新にあたり 、 同程度の施設
を 整備する 場合に、 どの程度の資金の蓄えがある かを 表し 、 数値が
大き いほど 、 将来に備えた資産の更新準備ができ ている と 言えま す。

～資産更新準備率～

☆傾向
令和６ 年度は、 減価償却累

計額の増加のほか、 人件費や
物価高騰に対する 不足額に対
し て基金を 活用し たこ と から
基金が減少と なり 前年度から
1. 1ポイ ント 減少し ま し た。
近隣市・ 類似団体と 比較し て
も 低い水準と なっ ていま す。
将来に備え、 よ り 一層の資金
準備を する 必要があり ま す。

単位
％

計算式
負債合計

年度末人口

計算式
現金預金 ＋ 財政調整基金

流動負債

計算式
現金預金 ＋ 基金
減価償却累計額

◇連結会計ベース
◇近隣市は、 湖西市、 磐田市、 掛川市、 菊川市、 袋井市の平均値
◇類似団体は、 湖西市、 島田市、 裾野市、 袋井市の平均値
※近隣市と 類似団体のR6年度の数値は公表さ れていないため集計不可

袋井市 近隣市 県内類似団体

令和４年度に改善が見られた流動比率

や資産更新準備率が、昨年度に引き続き

悪化しました。類似団体と比較しても低い

水準が続いており、将来への備えが十分

とは言えない状況です。

公共施設の長寿命化や改修などを公共

施設等総合管理計画や３Rプロジェクト（長

寿命化）をもとに進めておりますが、地方

債も増加していることに留意し、①施設の

長寿命化対策や、②保有量の適正化など

公共施設マネジメントを着実に進める必要

があります。

計算式
減価償却累計額

償却資産取得価額合計

単位： ％

連結会計 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

袋井市 9. 7 9. 9 9. 0 7. 9

近隣市 10. 8 11. 4 11. 2 ※

類似団体 14. 1 15. 2 14. 5 ※

単位： 万円

連結会計 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

袋井市 99. 2 98. 1 99. 3 100. 1

近隣市 98. 0 96. 5 96. 4 ※

類似団体 88. 2 87. 7 88. 6 ※

単位： ％

連結会計 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

袋井市 144. 4 162. 2 147. 2 138. 4

近隣市 168. 0 175. 3 170. 4 ※

類似団体 215. 8 226. 9 229. 7 ※
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単位： ％

連結会計 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

袋井市 63. 6 63. 4 62. 6 62. 1

近隣市 63. 4 63. 4 63. 3 ※

類似団体 67. 7 68. 0 67. 9 ※

☆傾向
令和５ 年度決算ベース

では直近の比較対象と な
る 近隣市や類似団体と 比
べ負担率が低いため、 受
益者が直接負担する べき
費用については、 定期的
に見直し 、 負担率を 上げ
る 検討が必要と いえま す。

令和６ 年度に使用料・
手数料の定期見直し を行
い、 料金の引き 上げを行
いま し た。 今後も 定期的
な見直し を 実施し ま す。

行政サービ ス の提供に対する 受益者の負担割合を示すも のです。

～受益者負担比率～ ～市民一人当たり の行政コ ス ト ～

市民一人当たり の行政サービ ス の効率性を 示すも のです。

☆傾向
令和６ 年度は、 社会保

障給付費や物件費の増加
など によ り 、 前年度よ り
およ そ３ 万円増加し ま し
た。

行政サービ ス の内容は、
各自治体で異なる ため、
需要に対し て十分な行政
サービ ス が提供でき てい
る かは個々の事業で検証
が必要です。

効率性

単位
万円

単位
％

計算式
純経常行政コ ス ト

年度末人口

計算式
経常収益
経常費用

自律性

公平性

～純資産比率～
資産のう ち、 借金の返済を 必要と し ない資産がど の程度の割合か

を 示し ま す。 現在持っている 資産がこ れま での世代によ る 負担なの
か、 ある いは将来世代への負担と なっ ていく のかを 示すも のです。

☆傾向
純資産比率は毎年62～

63％前後で推移し ており 、
こ れま での世代の負担の割
合が大き いこ と が分かり ま
す。
近隣市と は同程度、 類似
団体よ り は低い割合と なっ
ていま す。

単位
％

計算式
純資産合計
資産合計

市民一人当たりの行政コストは高齢化の進展等

により、今後も社会保障給付を中心として、さらに

増加することが推測されます。

引き続き、特定財源の確保や事業の取捨選択を

推進するなど、財政健全化の取り組みによる効率

的な財政運営が必要です。

近隣市や類似団体と比較すると受益者負担比率

が低い状況です。

自主財源の確保や受益者負担の原則の観点か

ら使用料及び手数料については適切な負担となる

よう定期的に見直しを行います。

（令和６年度に改定を実施。次回は令和９年度）

本市の資産を、 市民一人当たり に分配する と いく ら になる かを
示すも のです。

～市民一人当たり の資産～

資産形成度

☆傾向
令和６ 年度は、 新

規資産取得額が資産
の減価償却額を 下
回っ たため減少し ま
し た。

計算式
資産合計

年度末人口

【参考】

単位： ％

一般会計等 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

袋井市 2. 9 3. 6 3. 3 3. 6

近隣市 4. 3 4. 7 4. 5 ※

類似団体 4. 4 4. 6 4. 6 ※

単位： ％

連結会計 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

袋井市 16. 6 17. 8 17. 8 17. 8

近隣市 24. 7 19. 0 25. 9 ※

類似団体 23. 7 16. 6 24. 2 ※

単位： 万円

連結会計 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

袋井市 65. 6 64. 0 65. 9 68. 8

近隣市 65. 8 63. 7 65. 5 ※

類似団体 65. 9 63. 7 66. 4 ※

単位： 万円

連結会計 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

袋井市 272. 1 268. 5 265. 4 263. 9

近隣市 269. 0 266. 1 264. 9 ※

類似団体 272. 4 275. 6 276. 0 ※

単位
万円
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９　資金収支計算書を家計簿に置き換えてみると・・・

令和６年度決算：資金収支計算書（一般会計等） 袋井市の家計簿（一年間）

金額 金額 R6年度 R5年度

17億4, 202万円 令和５ 年度の資金の残高 貯金 35万円 40万円

税収等収入 250億5, 291万円 税金、 交付税、 寄附金など 給料 501万円 484万円

使用料及び手数料収入 2億5, 160万円 使用料や手数料など パート 収入 5万円 5万円

国県等補助金収入 106億8, 815万円 国や県から の補助金など 両親の年金 214万円 204万円

359億9, 266万円 車の下取り 27万円 36万円

人件費支出 59億3, 796万円 職員給与、 退職金、 議員報酬など 銀行から の借入 58万円 70万円

物件費等支出 77億2, 891万円 光熱水費、 通信運搬費、 物品購入費など 840万円 839万円

支払利息支出等 3億3, 970万円 支払利息など 食費 119万円 110万円

業務費用支出 140億  657万円 衣料・ 家賃・ 光熱水費など 155万円 155万円

他会計への繰出支出 16億9, 297万円 特別会計への繰出金 借入金の利息など 7万円 7万円

補助金等支出 86億7, 405万円 補助金など 子ど も への仕送り 34万円 31万円

社会保障給付支出 87億9, 837万円 児童手当や障害者支援費など 親戚への援助 173万円 165万円

その他の支出 1億2, 981万円 公課費、 補償・ 補填費など 家族の医療費 176万円 161万円

移転費用支出 192億9, 520万円 自動車税・ 重量税など 3万円 5万円

333億  177万円 車の買い換え 92万円 108万円

業務活動収支 26億9, 089万円 ロ ーン 返済 58万円 62万円

投資活動収入 13億4, 003万円 公共資産の売却や基金の取り 崩し など 817万円 804万円

投資活動支出 46億2, 362万円 公共資産形成のための支出 23万円 35万円

投資活動収支 ▲32億8, 359万円

財務活動収入 28億7, 650万円 国や金融機関から の借入など

財務活動支出 28億9, 200万円 元金償還など

財務活動収支 ▲1, 550万円

▲6億  820万円 令和６ 年度の収入と 支出の差

11億3, 383万円 令和６ 年度末の資金の残高

※資金収支計算書を 「 約5, 000分の１ 」 に置き 換え、
年収約500万円の家計簿と し て表し ていま す。

貯金残額

令和５ 年度末資金残高

項　 　 　 　 目

支   出

収   入

項　 　 　 　 目

令和６ 年度末資金残高

当期収支

業務支出

業務収入
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10　財務諸表から分かること　

　(１)　財政に持続可能性があるか？　～持続可能性（健全性）～

計算式

単位： 万円

連結会計 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

袋井市 99. 2 98. 1 99. 3 100. 1

近隣市 98. 0 96. 5 96. 4 ※

類似団体 88. 2 87. 7 88. 6 ※

計算式

単位： 年

連結会計 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

袋井市 8. 5 8. 8 10. 6 13. 3

近隣市 7. 2 7. 7 8. 7 ※

類似団体 7. 5 6. 4 8. 3 ※

「 近隣市」 は、 湖西市、 磐田市、 掛川市、 菊川市、 袋井市の平均値。
「 類似団体」 は、 湖西市、 島田市、 裾野市、 袋井市の平均値。

説　 明 　 本市の負債を 市民一人に分配する と いく ら になる かを 示すも のです。

負債合計　 ÷　 市の人口( R7. 3. 31現在： 87, 635人)

分　 析

　 市民一人あたり の負債は、 一般会計において、 駅南地区の治水対策事
業や道路照明等のLED化のために借り 入れを 行っ たこ と から 、 前年度に比
べて増加し ていま す。 近隣市や類似団体と 比較し ても 高い水準と なっ て
いま す。
　 今後も プラ イ マリ ーバラ ン ス を 考慮し た計画的な起債を 行う こ と が必
要です。

説　 明
　 実質債務が償還財源上限額の何年分ある かを 表し ま す。 債務返済能力
を 測る こ と ができ ま す。

（ 地方債等　 ＋　 １ 年内償還予定地方債等） 　 ÷　 業務活動収支

分　 析

　 本指標の値が小さ いほど 返済能力が高いこ と を 示し ま す。
　 令和６ 年度は、 一般会計において治水対策事業など に対し 借り 入れを
行っ たほか、 連結会計ま での全ての会計区分において人件費や物件費の
増加によ り 業務活動収支が減少し たため指標の値が悪化し ていま す。

① 市民一人当たりの負債

② 債務償還可能年数
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計算式

単位： ％

連結会計 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

袋井市 144. 4 162. 2 147. 2 138. 4

近隣市 168. 0 175. 3 170. 4 ※

類似団体 215. 8 226. 9 229. 7 ※

計算式

単位： 百万円

連結会計 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

袋井市 3, 428. 4 2, 425. 4 387. 3 △ 900. 2

近隣市 4, 256. 2 2, 102. 9 2, 462. 4 ※

類似団体 △ 167. 5 579. 7 83. 8 ※

説　 明
　 今後１ 年間における 現金の支払予定額に対し て、 ど の程度資金の準備
がさ れている かを 表し ま す。 100％を 下回る と 、 支払額に充てる 資金が少
ないこ と を 示すも のです。

（ 現金預金　 +　 財政調整基金） ÷　 流動負債

分　 析

　 令和６ 年度は、 人件費の増加など によ り 、 連結会計を 含めて現金預金
が10億円程度減少し たほか、 負債も ７ 億円程度増加し たため、 昨年度よ
り も 8. 8ポイ ン ト 数値が減少し ま し た。 近隣市及び類似団体平均と 比較し
未だ低い水準である も のの、 今後も 現金預金や財政調整基金を 充実さ
せ、 流動比率を 高めていく こ と が必要です。

説　 明
　 公債の元利償還額を 除いた歳出と 公債発行収入を 除いた歳入のバラ ン
ス を 表すも ので、 値がプラ ス であれば、 経費が税収など でま かなわれて
いる こ と を 意味し ま す。

業務活動収支（ 支払利息を 除く ） ＋　 投資活動収支（ 基金積立金支出及
び基金取崩収入を 除く ）

分　 析

　 令和６ 年度は、 物価高騰や人件費の増加によ る 業務支出の増によ り 業
務活動収支が減少し たほか、 資産売却収入の減少や公共施設長寿命化工
事等で投資活動支出が増加し たこ と から 数値が大幅に減少し ま し た。
　 歳入増と 歳出減を 徹底し 、 収支を プラ ス で維持する 必要があ り ま す。

④ 基礎的財政収支

③ 流動比率
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（２）　将来世代と現世代との負担の分担は適切か？　～世代間公平性～

説　 明

計算式

単位： ％

連結会計 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

袋井市 63. 6 63. 4 62. 6 62. 1

近隣市 63. 4 63. 4 63. 3 ※

類似団体 67. 7 68. 0 67. 9 ※

(３)　将来世代に残る資産はどれくらいあるのか？　～資産形成度～

計算式

単位： 万円

連結会計 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

袋井市 272. 1 268. 5 265. 4 263. 9

近隣市 269. 0 266. 1 264. 9 ※

類似団体 272. 4 275. 6 276. 0 ※

　 資産のう ち、 借金の返済を 必要と し ない資産がど の程度の割合かを 示
し ま す。 現在持っ ている 資産がこ れま での世代によ る 負担なのか、 あ る
いは、 将来世代への負担と なっ ていく のかを 示すも のです。

分　 析
　 純資産比率は毎年62～63％前後で推移し ており 、 こ れま での世代の負
担の割合が大き いこ と が分かり ま す。
　 近隣市と は同程度、 類似団体よ り は低い割合と なっ ていま す。

純資産合計　 ÷　 資産合計

説　 明
　 本市の資産を 市民一人ひと り に分配する と いく ら になる のかを 表し ま
す。

資産合計　 ÷　 市の人口( R7. 3. 31現在： 87, 635人)

分　 析

　 令和６ 年度は、 新規資産取得額が資産の減価償却額を 下回っ たため減
少し ま し た。
　 資産が大き いと いう こ と は、 その分の更新に係る 経費が生じ る 点につ
いても 注意する 必要があり ま す。

① 市民一人当たりの資産

① 純資産比率
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計算式

単位： ％

連結会計 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

袋井市 51. 7 53. 1 54. 7 56. 2

近隣市 57. 5 60. 6 61. 9 ※

類似団体 55. 8 57. 1 58. 0 ※

計算式

単位： ％

連結会計 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

袋井市 9. 7 9. 9 9. 0 7. 9

近隣市 10. 8 11. 4 11. 2 ※

類似団体 14. 1 15. 2 14. 5 ※

説　 明

　 有形固定資産のう ち、 土地以外の償却資産の取得価格に対する 減価償
却累計額の割合です。 償却資産が耐用年数と 比較し てど の程度経過し て
いる のかを 示すも のです。 100％に近いほど 老朽化が進んでいる と 言えま
す。

減価償却累計額合計　 ÷　 償却資産取得価額合計
※有形固定資産のう ち土地等の非償却資産及び物品を 除く

分　 析

　 資産の有形固定資産減価償却率は前年度に比べ1. 5ポイ ン ト 上昇し てい
ま すが、 近隣市・ 類似団体と 比較し 数値は低く なっ ていま す。
　 施設の長寿命化や資産を 更新する 際の施設の統廃合や規模の見直し 、
資金の確保が今後の課題と なり ま す。

説　 明
　 現在の有形固定資産の更新にあたり 、 同程度の施設を 整備する 額に対
し 、 ど の程度の準備（ 資金等） ができ ている のかを 表し ま す。 数値が大
き いほど 、 将来に備えた資産更新準備ができ ている と 言えま す。

（ 現金預金　 +　 基金） ÷　 減価償却累計額

分　 析

　 令和６ 年度は、 減価償却累計額の増加のほか、 人件費や物価高騰に対
する 不足額に対し て基金を 活用し たこ と から 基金が減少と なり 前年度か
ら 1. 1ポイ ン ト 減少し ま し た。 近隣市・ 類似団体と 比較し ても 低い水準と
なっ ていま す。
　 将来に備え、 よ り 一層の資金準備を する 必要があり ま す。

② 有形固定資産減価償却率

③ 資産更新準備率

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

有形固定資産減価償却率

袋井市 近隣市 類似団体

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

資産更新準備率

袋井市 近隣市 類似団体

15



(４)　行政サービスに無駄は無いか　～効率性～

計算式

単位： 万円

連結会計 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

袋井市 65. 6 64. 0 65. 9 68. 8

近隣市 65. 8 63. 7 65. 5 ※

類似団体 65. 9 63. 7 66. 4 ※

(5)　行政コストに対する受益者の負担はどの程度か　～自立性～

計算式

単位： ％

一般会計等 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

袋井市 2. 9 3. 6 3. 3 3. 6

近隣市 4. 3 4. 7 4. 5 ※

類似団体 4. 4 4. 6 4. 6 ※

分　 析

　 令和６ 年度は、 社会保障給付費や物件費の増加など によ り 、 前年度よ
り およ そ３ 万円増加し ま し た。
　 行政サービ ス の内容は、 各自治体で異なる ため、 需要に対し て十分な
行政サービ ス が提供でき ている かは個々の事業で検証が必要です。

説　 明 市民一人当たり の行政サービ ス の効率性を 示すも のです。

純経常行政コ ス ト 　 ÷　 市の人口( R7. 3. 31現在： 87, 635人)

説　 明 行政サービ ス の提供に対する 受益者の負担割合を 表し ま す。

経常収益　 ÷　 経常費用

分　 析
　 受益者負担率は、 近隣市や類似団体と 比べ低く なっ ていま す。
　 受益者が直接負担する こ と が求めら れる 費用については、 定期的に見
直し を 行い、 必要に応じ 負担率を 上げる 検討が必要です。

① 市民一人当たり行政コスト

61.0

62.0

63.0

64.0

65.0

66.0

67.0

68.0

69.0

70.0

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

市民一人当たりの行政コスト

袋井市 近隣市 類似団体

① 受益者負担比率

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

受益者負担比率

袋井市 近隣市 類似団体

16


